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おわりに
は　じ　め　に
　日本半導体産業の最近の動向は，競争的関係を促進する側面と協調的関係を促進する
側面の両側面が見られる。前者の側面は，第１に，６４ＭＤＲＡＭの開発に見られるよう
に， 依然として技術革新が速いこと ，第２に，半導体産業の先端性および急成長に着目
した鉄鋼企業など異業種企業からの参入が新たに見られること ，第３に，日本電気を筆
頭に日米欧東南アジア各地域に工場展開を行うなどグ ロー バル化がいっそう進展してい
ることなとてある。後者の側面は，第１に，日米半導体協定以来，半導体貿易か政府規
制下におかれていること ，第２に，日米欧半導体企業間での提携関係が急増しているこ
となどである 。
　日本半導体産業は，競争的寡占を依然として基本的特徴としながらも ，産業の成熟化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）に伴い，協調的側面が以前よりも大きくな ってきている 。
　ところで，日本半導体産業の中心的位置にあるのは，半導体Ｉ　Ｃ企業である。半導体
ＩＣ企業とは，半導体ＩＣ，ハイブリッドＩＣ，デ ィスクリート（個別半導体）いずれの製
品市場でも優位にある企業であ って，具体的にはエレクトロニクス巨大企業である。こ
（１１５）
１１６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
のエレクトロニクス巨大企業にとっ て， 半導体事業部門は企業全体の一事業部門という
位置にある 。
　これまで筆者は，半導体産業の競争的寡占の特徴づけを，半導体事業部門だけをとり
　　　　　　　　　　　　２）だして独自に検討してきた。この検討は，半導体産業の企業間関係を描き出す上で一定
の有効性を持っている。なぜなら半導体事業部門自体か相対的独自性を有しているから
である。しかし，半導体企業間関係は，半導体事業部門のみを対象にしてすへてを明ら
かにできるわけではない。半導体事業部門は，エレクトロニクス巨大企業にとっ て一事
業部門にすぎないからで，企業全体に占める地位や他の事業との関係などを考慮に入れ
る必要がある 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）　さらに筆者は，半導体企業間関係を売手企業間関係として検討してきた。しかし，半
導体企業は，エレクトロニクス製品に搭載する半導体をすべて自杜で調達しているわけ
ではなく ，他の半導体企業からも購買している。すなわち，半導体企業間関係は，売手
企業間の関係だけでなく ，売手企業と買手企業間関係でもあり ，この側面の検討も半導
体産業の特徴を明らかにする上で，非常に重要である 。
　本稿の課題は，第１に，半導体産業の上位企業であるエレクトロニクス巨大企業にお
ける半導体事業の地位を確定し，第２に，エレクトロニクス巨大企業の半導体販売と半
導体購買のあり様を検討することを通じて，半導体企業間関係の一側面を明らかにする
ことである 。
　そのために，まず多事業統合企業における一事業部門研究のあり方を指摘する。次に ，
エレクトロニクス巨大企業の事業構造に占める半導体事業の位置を具体的に示す。その
上で，エレクトロニクス巨大企業における半導体事業部門の地位を技術的連関において
明らかにする。さらに，エレクトＰニクス巨大企業の半導体販売と半導体購買状況を ，
外販 ・内販比率の検討を通じて示し，半導体企業間関係のあり様の一側面を明らかにす
る。
１）協調的側面の拡大は，１９８０年代後半以降，とりわけ顕著に見られるようにな っており ，そ
　の具体的存在として，日米半導体協定がある。にもかかわらず，日本半導体産業の基本的特
　徴を競争的寡占としたのは，本文中の前者の側面か優位にあると判断しているからである 。
　半導体産業の構造変化そのものについての検討は，中西一正「半導体産業における国際寡占
　的構造とその基礎」［立命館経営学」第２７巻第１号，１９８８年５月 ，榎本里司「半導体産業に
　おける独占　８０年代後半の構造変化と市場秩序一」『季刊経済研究ｊ第１３巻第２号 ，１９９０年
　９月を参照 。
２）拙稿「半導体産業の寡占体制　競争的寡占体制分析一（上）」『立命館経済学』第３７巻第１
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　号，１９８８年４月 ，同ｒ半導体産業の寡占体制一競争的寡占体制分析一（下）」［立命館経済
　学ｊ第３７巻第２号，１９８８年６月 ，同「半導体産業のグ ローパリゼーシヨン」「産業学会研究
　年報』第５号，１９９０年３月 。
３）　同上 。
Ｉ　多事業統合企業におげる一事業部門研究
１　企業構造類型論的視角からの半導体産業研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　岡本博公氏が提示された企業構造類型論のエッセンスは，つぎのとおりである。産業
を構成する諸企業の競争関係を，企業の内部構造の違いから説明する。企業の内部構造
は， 企業の資本循環過程である購買 ・生産 ・販売の各側面を分析し，それを総合するこ
とによっ て，一つの有機体として提示される。また，岡本氏は，鉄鋼企業の内部構造に
おいて規定的地位にある生産溝造分析の際に，注目すべき側面として，第１に生産品種
構成とシ ェアの推移，第２に垂直的統合度をあげておられる 。
　ところで，半導体産業における企業構造類型分析の場合，垂直的統合度はその視角に
はならない。何故なら，第１に，各企業とも同様の生産工程を有しており ，垂直的統合
度の違いがないためであり ，第２に，いくつかの生産工程に専門企業が介在しており ，
生産工程が分断されているためである。いいかえれぱ，いずれの半導体企業も垂直的統
合度の点では，鉄鋼企業のように他企業に対する明らかに優位な立場を示しえないとい
　　　　　２）うことである 。
　これに対して，生産品種構成とシ ヱアの推移が分析視角として重要である。生産品種
構成は，半導体ＩＣ，ハイブリッドＩＣ，デ ィスクリートに大別でき，品種構成の違いを
基準にして半導体企業はグルーピングしうる。このような視角から半導体産業を分析し
た結果，明らかにな ったことは，以下の通りである。半導体ＩＣ，とりわけＭＯＳＩＣ市
場において上位を占める企業を中心とした極高位集中度寡占でありながらも ，経験効果
で説明できる歩留率の上昇による コストの急低下を内容とするプ ロセスイノベーション
と， ３年ないし４年に一度現れる製品の世代交替を内容とするプ ロダクトイノベ ーショ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）１■によっ て， きわめて競争的な企業間関係を形成していることであ った 。
　こうした分析は，半導体産業を構成する諸企業の行っている事業が半導体事業のみで
あるとする理論的前提をおいている。しかし，現実には半導体企業とは，エレクトロニ
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クス巨大企業および電子部品企業であり ，また異業種産業に属する企業までが参入して
いる。特に上位半導体企業であるエレクトロニクス巨大企業にとっ て， 第２節で詳しく
指摘しているように，半導体事業は一事業部門にすぎないのであ って，半導体事業がど
のような地位にあるのかを検討することは，半導体企業間関係を明らかにする場合，避
けて通れない問題とな っている。なぜなら，半導体事業が経営戦略的にいかなる地位に
あるかによっ て， 全杜的な経営資源の配分比率も変わってくるからである。つまり ，エ
レクトロニクス巨大企業は多事業統合企業，すなわち多角的な事業構造と事業部制の経
営構造を有した企業であ って，戦略的に重要であるならぱ，企業はその売上高あるいは
利益率以上に経営資源を半導体事業に配分するであろうし，逆ならはそれほど多くは配
分しないであろうからである。こうした側面が半導体企業間関係にも大きく影響するほ
どのインバクトを持つことは，明らかである 。
　この側面をも含めて半導体産業を検討することは，半導体産業を構成する諸企業の行
なっ ている事業が半導体事業のみであるとする理論的前提をおいた研究に対して，半導
体産業における競争関係の捉え方がよりいっそう現実的になる。以下では，半導体産業
において圧倒的地位を占めるエレクトロニクス巨大企業に対象を限定し，半導体事業が
そこでどのような地位にあるのかを明らかにする視角を提示する 。
２　多角化企業論と産業研究
　半導体事業かエレクトロニクス巨大企業において，どのような地位を占めているかを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）検討する視角を考える際に，重要な手がかりとなるのは，企業の多角化研究の成果であ
る。 とりわけ多角化の具体的パターソの違いがどのような経済成果を生じさせるかを明
らかにしているＲ．ルメルトの研究は最も重要である。ルメルトは，専門化率と関連率
の観点から企業戦略を，単一事業，主力事業（垂直的主力，抑制的主力，連鎖的主力，非関
連的主力），関連事業（抑制的関連，連鎖的関連），非関連事業（受動的関連，取得型コノクロマ
　　　　　　　　　５）リット）に分けている 。
　多角化企業研究上，ルメルトの企業戦略による区分は実証的にも方法論的にも重要な
意義を有するが，ここでは，企業戦略パターンの前提としての製品分野の規定に注目し
たい。ルメルトの場合，「個別事業」が対応するが，これは該当する個別事業の重要な
意思決定の相対的独自性が存在することによっ て設定される。いいかえれぱ，個別事業
間のつながりの程度によっ て， 多角化のバターソが決定されるわけである。こうした研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）究は，定量的判断だけでなく ，定性的判断が入り込まざるをえないが，多角化研究上 ，
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常につきまとう問題である 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）　ところで，「産業」をどのように設定するか自体，産業研究上，常に問題とな ってき
たのだが，産業を構成する諸企業がますます多角化している今日 ，多角化企業研究の成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）果をふまえた産業研究が必要とされている。たとえぼ，多角化された企業から「産業」
が構成されるという場合，その「産業」は，より小さく区分された「産業」の集合体で
もあ って，より低いレベルの「産業」は，多角化企業の一事業部門に相当する。例えぱ ，
エレクトロニクス産業や化学産業といった「産業」を検討する際に，こうしたレベルの
相違を認識することはきわめて重要とな ってくる 。
　ｒ個別事業」という観点から見ると ，半導体産業はエレクトロニクス巨大企業の一個
別事業としての半導体事業部門の集合として把握できる。上で述へた関係でいえは，よ
り低いレベルの産業を対象としている。一般化していえぱ，該当する産業を構成する諸
企業は多角化された企業であ って，該当産業に属する部分は，その企業にとっ て一部分
にすぎないということである。すなわち，「産業」が「企業」をその部分として包摂し
ない関係かそこには存在する。ここでは，「産業」か「企業の一事業部門」から構成さ
れるわけである 。
　こうしたレヘルの相違に着目し，エレクトロニクス巨大企業における半導体事業部門
が企業全体においてどのような地位にあるのか，他の事業部門とどういった関係にある
のかを明らかにしていく必要がある 。
　　１）岡本博公［現代鉄鋼企業の類型分析』ミネルヴ ァ書房，１９８４年 。
　　２）拙稿「半導体産業の寡占体制　競争的寡占体制分析一（上）」丁立命館経済学』第３７巻第１
　　　号，１９８８年４月 。
　　３）同「半導体産業の寡占体制　競争的寡占体制分析一（下）」『立命館経済学』第３７巻第２号 ，
　　　１９８８年６月 。
　　４）企業の多角化研究についての概括的整理は，吉原英樹 ・佐久間昭光 ・伊丹敬之 ・加護野忠
　　　男丁日本企業の多角化戦略』日本経済新聞杜，１９８１年，３１～３４べ一ジを参照 。
　　５）Ｒｕｍｅ１ｔ，Ｒ　Ｐ ，３肋〃鰍，３舳伽〃伽６及ｏ〃ｏ舳ｃ 戸６加舳伽〃，１９７４　（島羽欽一郎他訳
　　　［多角化戦略と経済成果』東洋経済新報杜，１９７７年 。
　　６）吉原英樹 ・佐久間昭光 ・伊丹敬之 ・加護野忠男，前掲書，１４～２１べ 一ジ参照 。
　　７）宮沢健一「産業分析の経済学の方法」丁産業学会研究年報』第１号，１９８６年３月 ，３６ぺ 一
　　　ジ参照 。
　　８）新庄浩二「産業組織の日本的特徴」新庄浩二 ・岩崎晃 ・土井教之 ・井手秀樹丁新 ・産業の
　　　経済学』昭和堂，１９９０年，７６～７７べ 一ジ参照 。
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ｎ　 エレクトロニクス巨大企業の事業構造に占める半導体事業の位置
１　エレクトロニクス巨犬企業の事業構造
　本節では，エレクトロニクス巨大企業における半導体事業の地位を確定する前提作業
として，エレクトロニクス巨大企業の事業構造の検討を通じて，半導体事業がそれぞれ
の企業においてどれくらいの生産高比率を有しているのかを明らかにする。ちなみにエ
レクトロニクス巨大企業という場合，本稿では，日本電気，東芝，日立製作所，富士通 ，
三菱電機，松下電器産業，三洋電機，シャーブ，沖電気工業，ソニー の１０杜をさす。こ
の１０杜は，日本におげる半導体生産高」二位１０杜でもある。ただし，このうち松下電器産
業は，周知のように半導体事業を子会杜の松下電子工業に担当させている。松下電子工
業は松下電器産業が６５パーセソト ，フィリッ プスが３５パーセソトを出資して作った子会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）杜であ って，松下グループの半導体事業を担当している。したが って，松下グループの
場合，松下電子工業をデータ上は取り上げることにする 。
　まず半導体事業を有しているエレクトロニクス巨大企業の事業構造の検討から行うこ
とにする。表１は，エレクトロニクス巨大企業の事業構造を売上高比率を基準にして示
したものである 。
　各企業とも ，情報処理，通信，電子，重電，家電，音響などの事業を様々な比重で有
表１　エレクトロニクス巨大企業の事業比率（１９８８年）
企　業　名 事　業　比　率
日　本　電　気 情報処理４６％　　通信３０％　　電子２１％　　ホームエレ他４％
東　　　　　芝 情報通信システム ・電子５３％　　家電２６％　　重電２１％
日立製作所 通信 ・電子４４％　　重電２０％　　家電１７％　　プラント他１９％
富　　士　　通 情報処理７１％　　通信１６％　　電子１３％
三　菱　電　機 情報 ・電子３３％　　重電２４％　　家電２３％　　産業機器他２０％
松下電子工業 半導体４８％　　電子管３４％　　照明１８％（※）
三　洋　電　機 家電２５％　　情報 ・電子２５％　　映像１７％　　産業機器他１７％
シ　 ヤ　 ー　プ 情報 ・電子４２％　　電子機器３１％　　家電１８％　　音響８％
沖電気工業 情報処理４５％　　通信３０％　　電子他２５％
ソ　　　　ニ　　　　ー ピデオ３７％　　音響２８％　　テレビ１７％　　他１９％
出所）矢野径済研究所編『８９半導体市場の中期予測」矢野径済研究所，１９８９年９月より作成 。
注）電子は電子デバイスの■各，松下電子工業は１９８７年の比率 。
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しているが，１０杜全体の特徴としてまずいえることは，情報処理，通信の比重が高いこ
とである 。
　次に，清報処理と通信の比重かより高い企業，様々な製品か平均的な比率をもっ て構
成されている企業，家電と音響により大きな比重を有している企業の３種類が存在して
いる。同じエレクトロニクス巨大企業といっても製品構成にこのような違いが存在して
おり ，通信 ・コンピ ュータ系，総合エレクトロニクス 系， 家電系といった区別をするこ
とができる。具体的にいうと ，通信 ・コンピ ュータ系とは日本電気，富士通，沖電気工
業の３杜，総合エレクトロニクス系とは東芝，日立製作所，三菱電機の３杜，家電系と
は松下電子工業（松下電器産業）， 三洋電機，シャープ，ソニーの４杜である 。
　こうした違いはあるが，ここで確認しておくべきことは，エレクトロニクス巨大企業
か多事業統合企業てあるということてある。すなわち，上て指摘しているように，様 々
な事業部門を有して，数多くのエレクトロニクス製品を生産　販売している企業てある
ということである。また，以前ほど，各エレクトロニクス巨大企業の事業構造は異な っ
ているというわけではなく ，むしろ事業構造の類似化が見られる。これは，エレクトロ
ニクス産業の今後の発展方向がより一層の コソピ ュータ化，ＡＶ化等であ って，各企業
は経営戦略上，当然その方向をめざすからである。ここでは，系別に区分けでき，かつ
この区分けから有意な分析結果が得られるということを指摘しておく 。
２　半導体事業部門の比率
　次に，エレクトロニクス巨大企業の半導体事業部門の比率に注目する。表２は各企業
の全生産高および半導体事業部門の生産高の推移であるが，ここから次のことが指摘で
きる 。
　まず第１に，通信 ・コソピ ュータ系の半導体生産高順位は，１位，４位，９位，総合
エレクトロニクス系の半導体生産高順位は，２位，３位，５位，そして，家電系の半導
体生産高順位は，６位，７位，８位，１０位である。家電系企業の順位の低いことが確認
できる 。
　第２に，半導体事業部門の比率であるが，その生産高が全生産高に占める比率は，だ
いたい１０～３０％である。系別に見ると ，通信 ・コンピ ュータ系の平均が２４．３％，総合工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）レクトロニクス 系の平均が１６．７％，家電系の平均が１１．６％である。したが って，通信 ・
コ１■ピ ュータ系企業における半導体生産比率が最も高く ，次が総合エレクトロニクス 系，
一番低いのが家電系である 。
（１２１）
１２２ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
表２　 エレクトロニクス巨大企業の全生産高およぴ半導体生産高
（単位 ：億円）
企業名 １９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８
日本電気 全生産高 １２ ，５３５ １４ ，５９７ １８．８９３ １９，７０５ ２１ ，２３５ ２３，０４４ ２５，４２０半導体生産高 ２， ９３５ ３， ８５０ ５， ９００ ４， ５００ ４， ６００ ５， １００ ６， ３００
半導体比率 ２３ ．４ ２６ ．４ ３１ ．２ ２２ ．８ ２１ ．６ ２２ ．１ ２４ ．８
東　　　芝 全生産高 １７ ，７３１ ２０，２５７ ２５ ，２５９ ２５，１９６ ２５，０３４ ２６，８２８ ２９，２１５半導体生産高 ２， Ｏ００ ２， ８００ ４， ３５０ ３， ６００ ４， １００ ４， ７００ ６， ０００
半導体比率 １１ ．３ １３ ．８ １７ ．２ １４ ．３ １６．４ １７ ．５ ２０ ．５
日立製作所 全生産高 ２３，３３２ ２６，４８２ ３０，２５８ ３０，０３４ ２９，２４６ ２９，１９５ ３２，３２０半導体生産高 ２， ４８０ ３， ６００ ５， ４００ ４， ２００ ３， ８５０ ４， １００ ４， ８２０
半導体比率 １０．６ １３ ．６ １７ ．８ １４ ．０ １３ ．２ １４ ．Ｏ １４ ．９
富　士　通 全生産高 ８， ０６８ ９， ９１７ １２，９１７ １４ ，２９５ １４ ，８２２ １７ ，１４４ ２０，０４６半導体生産高 １， ２１２ １， ８１０ ２， ６００ ２， Ｏ００ ２， ０１０ ２， ４７０ ３， ７００
半導体比率 １５ ．０ １８．３ ２０ ．１ １４ ．０ １３ ．６ １４ ．４ １８．４
三菱電機 全生産高 １３，９２２ １５，８７６ １８，５８２ １８，２１０ １８，０３６ １９，５４２ ２２ ，３０１半導体生産高 ８８０ １， ３９５ ２， ３６０ １， ６５０ １， ７６０ ２， ２００ ３， ３００
半導体比率 １５ ．８ ８． ８ １２ ．７ ９． １ ９． ８ １１ ．３ １４ ．８
松下電子工業 全生産高 ２， ５６６ ２， ６７７ ３， ７１４ ３， ６７８ ３， ４１３ ４． ６４０ ５， １２０半導体生産高 １， １００ １， ４２０ ２， ２００ ２， Ｏ００ ２， ０１０ ２， １５０ ２， ４００
半導体比率 ４２ ．９ ５３ ．Ｏ ５９ ．２ ５４ ．４ ５８ ．９ ４６ ．３ ４６ ．９
三洋電機 全生産高 ３， Ｏ１１ ３， ４６９ ４， ８３２ ５， ６００ ８， ３８８ ９， ０９３ ９， ８７５半導体生産高 ５５０ ７６０ １， １００ １， １６０ １， ３００ １， ４００ １， ６００
半導体比率 １８．３ ２１ ．９ ２２ ．８ ２０ ．７ １５ ．５ １５ ．４ １６ ．２
シヤープ 全生産高 ６， ４９３ ７， ５６５ ９， ０９６ ９， ５５３ ８， ６８６ ８， ７２７ ９， ９２７半導体生産高 ９５０ １， １４０ １， ４４０ １， ４５０ １， ４５０ １， ７００ １， ５００
半導体比率 １４ ．６ １５ ．１ １５ ．８ １５ ，２ １６ ．７ １９．５ １５ ．１
沖電気工業 全生産高 ２， ４７６ ３， ０３５ ３， ６１９ ３， ６１７ ３， ６１１ ４． １６２ ５， ０３７半導体生産高 ４５０ ７００ １， ＯＯＯ ８５０ ８７０ １． １３０ １， ５００
半導体比率 １８．２ ２３ ．１ ２７ ．６ ２３ ．５ ２４ ．１ ２７ ．２ ２９ ．８
ソ　　ニ　　ー 全生産高 ８， ３３０ ７， ７０１ ９， １１９ １０，３６２ １０．２９９ １２，５８３半導体生産高 ３００ ４００ ６００ ７６０ ８５０ １， ２５０
半導体比率 ３． ９ ４． ４ ５． ６ ７． ３ ８． ３ １０ ．０
出所）プレスジャーナル杜編［日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜，各年版，および産業出版杜編［８８年版
　半導体業界」産業出版，１９８８年より作成 。
庄１）三洋電機は１９８６年１２月に東万二洋電機と合併したか，それまでは東児二洋電機か半導体生産を担当してし
　た。表の全生産高は１９８５年（ただし１９８５年は推計値）までか東用二洋電機て ，１９８６年以降か合併後の三洋　電機である 。
注２）ソニーの１９８５年は，決算期移行のため発表なし 。
第３に，半導体事業部門の成長率を１９８８年の１９８２年に対する倍率で見ると ，通信　 コ
ンピ ュータ系が２．５０倍，総合エレクトＰニクス系が２．６３倍，家電系が２．７３倍で格差がや
や縮小している 。
（１２２）
エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚） １２３
　これらの事実は，通信 ・コンピ ュータ系および総合エレクトロニクス系に比べて，家
電系の半導体事業への本格的参入が遅かったことに起因している。また上位６杜と下位
４杜の１９８８年の１９８２年に対する成長倍率で比較すると ，前者が２．５０倍，後者が２．６０倍で
格差が縮小している 。
　以上から，エレクトロニクス巨大企業における半導体事業部門の比重は企業によっ て
少し差はあるもののおおむね１０％から３０％てあ って，重要な事業部門てはあるか，事業
構造上，決定的に大きい比重を占めているわけではないことが確認できる 。
　ちなみに，アメリカの上位半導体企業は，次のような事業構造を有している 。１９８８年
半導体生産高第１位のテキサス ・インスツルメントの場合，総売上高は６２．７億ドルで ，
そのうち半導体事業部門の比率か５１１％であ って，残りは政府向け電子機器，テソタル
製品，その他である。第２位のモトローラの場合，総売上高は８２．５億ドルで，そのうち
半導体比率が３３．２％であ って，残りは通信機器，情報システム ，その他である。第３位
のイソテルは，総売上高が２８．７億ドルで，半導体比率が８０．Ｏ％にもな っている 。
　上位２杜は半導体事業部門の比率が日本半導体上位企業よりはるかに大きいとはいえ ，
基本的に多事業統合企業である。しかし，それ以外のほとんとのアメリカ半導体（外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）販）企業は周知のように，専業企業形態である。つまり ，アメリカ半導体企業の多くは ，
日本の上位半導体企業のように１Ｏ～３０％の比重しかない一事業部門ではなく ，多くは専
業企業であり ，また最上位企業か多事業統合企業とい っても３０～５０％もの半導体生産比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）率を有する存在であ って，両国の半導体企業のあり様はきわめて対照的である 。
　　１）松下グループは，半導体生産を松下電子工業に担当させているが，研究開発は松下電器産
　　　業と松下電子工業の両方が行っている 。
　　２）松下電子工業と松下電器産業の双方の生産高合計に占める半導体生産高比率で計算してい
　　　る。相互取引高は除外していないため，含計生産高はもう少し少なくなり ，半導体生産高比
　　　率は若干上回るが，平均比率の比較に大きい影響はないはずである 。
　　３）Ｄ．Ｉ．オキモト ・菅野卓雄 ・Ｆ．Ｂ．ワイソスタイノ編著『日米半導体競争』中央公論杜 ，
　　　１９８５年参照 。
　　４）　アメリカ半導体企業の多くは，１９７０年代にアメリカおよびヨーロッバの多国籍企業に買収
　　　されている。アメリカ半導体企業自身は専業企業という性格を有しているものの，その企業
　　　自身，すでに欧米の多国籍企業の一事業部門という位置づけを与えられている存在でもある 。
　　　 これは，研究開発費および設備投資額が巨額にのぽり ，小さな専業企業ではその費用を補填
　　　できないためである。日米半導体企業の比較研究については，伊丹敬之十伊丹研究室［逆転
　　　 のダイナミズムー日米半導体産業の比較研究一』ＮＴＴ出版，１９８８年参照 。
（１２３）
１２４ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
皿　エレクトロニクス巨大企業におげる半導体技術開発
１　半導体技術の先端的性格
　半導体事業部門の地位を技術的連関から明らかにすることが，本節の課題である。エ
レクトロニクス巨大企業における半導体事業部門の地位を確定する際に何に着目するか ，
ルメルト的にいうならぱ個別事業間のつながりの程度をどのような側面で判定するかと
いう問いであるが，結論的にいうと ，その技術的側面に着目することになる。なぜなら
半導体は部品として，ほとんどのエレクトロニクス製品に搭載されているからである 。
したが って，半導体事業がどのような地位にあるかを検討するとき，半導体技術開発が
エレクトロニクス巨大企業において，どのような意味をもっ ているかを明らかにする必
要がある 。
図１　ＤＲＡＭのビ ット単価の低減
ビット単価１ ，０００
（ミリセント）　 ５００
１１く
１００
５０
４Ｋ　１６Ｋ
６４Ｋ
２５６Ｋ
１０
５
　　　　　　　　　　　１９７４　１９７６　１９７８　１９８０　１９８２　１９８４　１９８６
出所）プレスジ ャーナル杜編ｎ９８８年版　日本半導床年鑑」１９８８年，２４２べ 一ジ ，図１２ 。
原典）ＩＣＥ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　そのために，まず半導体そのものの技術革新の特徴をここで整理しておく 。端的に述
べると ，半導体はこれまで第１に小型化，第２に高速化，第３に高信頼化，第４に低価
格化をめざして製品革新が続けられてきたといえる。特にトラソジスタ時代，ＩＣ時代 ，
ＬＳＩ時代，超ＬＳＩ時代というように，半導体は大きな世代交替を繰り返してきた。も
（１２４）
　　　　　　　　エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚）　　　　　　１２５
ちろんよく知られているように，メモリでは，集積度が３年ないし４年で４倍になると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）いうレベルで世代交替が続き，現在では６４ＭＤＲＡＭが開発されつつある。こうして
図１を見てもわかるように，ビ ット単価が１０年間で１００分の１以下にまでな っている 。
また，マイクロ プロセッ サでも８ビ ット ，１６ビ ット ，３２ビ ット ，６４ビ ットと次 々に集積
度が高く高速で高性能な製品が開発されている 。
　さらに付け加えるべきは，こうしたプ ロダクトイノベ ーションを可能とするプ ロセス
イノベーショソが次 々に実現されてきたということである。しかもこのことと関連して
重要なのは，半導体産業においては，「長期的に見て製品の単位 コストが累積生産量の
　　　　　　　　　　　　　　　３）増大につれて一定の割合で低下する」という現象である。このことが，ますます高まる
微細加工技術に対応するためのあらゆる技術上の革新 ・改良の積み重ねを行わせる動機
ともな っている 。
　次に，半導体技術革新か他の製品や ノステムにもたらす影響について述へてみたい 。
第１に，半導体技術の進歩を基盤にして コンピ ュータは性能を向上させてきたというこ
とが重要である。現在，あらゆるところに コソピ ュータが導入されているが，この コン
ピュータの技術革新を支えているのが半導体技術革新である。さらに第２に，情報通信
インフラストラクチャー構築にも半導体技術は不可欠である。ＩＳＤＮを中核とする情報
ネットワークを実現するためのあらゆる機器に，半導体は搭載されている。こうした事
実は，現在の産業構造転換の一つの現われである情報ネ ットワーク化に，半導体技術革
新がきわめて重要な意味をもっ ていることを示している。ここに半導体技術の先端的性
格が指摘できよう 。
表３ 　主要産業の研究開発投資（単位億円）
産　　　業 ７５年度 ’８０年度 ’８４年度 ’８５年度
半導体（ＩＣ） ２１５ ６９０ ２， １６４ ２， ６００
電子 ・電気機械 ３， ９７４ ６， ９４２ １６，３４５ １９ ，３８２
化　　　　学 ３． ０４２ ４， ８９８ ８， ５２８ ９， ３６４
自　　動　　車 １， ８４１ ３， ７３４ ６， ８６７ ７， ９７２
機　　　　械 １， ４６２ １， ８５７ ３， ３７５ ３， ８２７
鉄　　　　　鋼 ８０４ １， ２００ １， ９２１ ２， ４０４
研究開発費総額 １６，８４８ ３１ ，４２３ ５１ ，３６６ ５９，３９９
出所）日本電子機械工業会編［半導体産業の現状と将来展望』１９８８年
　　４月 ，６９ぺ 一ジ ，表５ ．５ ．１。
原典）半導体 ：通産省調１２杜べ 一ス 。
　　その他 ：総務庁統計局［科学技術研究調査報告』各年版 。
（１２５）
１２６ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
　この半導体技術の先端的性格は ，
研究開発投資額の多さでも確認でき
る。 半導体の研究開発投資額の推移
を表３でみると ，上位１２杜べ 一スで
１９７５年に２１５億円であ ったものが ，
１９８５年には２，６００億円にもな ってお
り， １１倍以上の増加である。これを
研究開発投資額の対売上高比率で見
ると，表４のように，１９８０年には
１２．６％であ ったが，１９８５年には
１４．１％とさらに上昇している 。１９８５
年の電気機械産業の研究開発投資額
の対売上高比率は５．１％であり ，研
究開発投資比率が高いことで知られ
る医薬品産業でも７．Ｏ％であること
表４　主要産業別の研究費比率
　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）
’８０年度 ’８５年度
全産業 １． ５ ２． ３
製造業 １． ７ ２． ７
繊　　維 ０． ８ １． ２
化　　学 ２． ６ ３． ８
総合化学 １． ９ ２． ８
医薬品 ５． ５ ７． ０
鉄　　鋼 １． １ １． ９
機　械 １． ９ ２． ７
電気機械 ３． ７ ５． １
電気機械器具 ３． ４ ４． ８
通信 ・電子 ・電気計測器 ３． ９ ５． ３
輸送用機械 ２． ３ ２． ９
精密機械 ３． ０ ４． ５
半導体 １２ ．６ １４ ．１
出所）総務庁統計局［昭和６１年度科学技術研究調査報告
　　書』，及ひ日本電子機械工業ム編［半導体産業の現状
　　と将来展望』１９８８年４月 ，表５ ．５．２より作成 。
と比較すれは，いかに半導体産業か高い比率を研究開発投資にふりむけているかか理解
できる。それだげ，半導体産業か先端的性格を有しているわけである 。
２． 半導体技術開発がエレクトロニクス巨犬企業に占める戦略性
　先端的性格を有する半導体が，エレクトロニクス製品の生産額に占める割合を検討す
ることを通じて，エレクトロニクス巨大企業にとっ ての半導体事業部門の地位を確定す
る。エレクトロニクス製品に占める半導体需要額の比率（以下，投入係数と略す）を ，
１９８８年の数値で見ると ，表５のような結果になる 。
　産業用半導体の投入係数は１１．８％であるが，これに対して民生用半導体の投入係数は
２１．１％である。具体的にみると ，前者に含まれるＯＡ機器の投入係数は２３．７％，コン
ピュータが８．５％，通信機器で９．Ｏ％，その他で１０．５％とな っている。後者では，ビデオ
が２５．５％，ビデオデ ィスク等で３１ ．６％，音声機器で１４．９％，テレビで１２．５％である。こ
れらの数値からいえることは，民生用エレクトロニクス製品における半導体の コストが
占める割合は非常に大きく ，産業用エレクトロニクス製品ではそれほどでもないという
ことである 。
　しかし，半導体使用金額に占める比率で見ると ，産業用半導体は６１．５％であるのに対
（１２６）
エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚）　　　　　　１２７
し， 民生用半導体は３８．５％に
とどまっ ている。具体的に見
ると ，ＯＡ機器では２１ ．９％ ，
コンピ ュータで１６．６％，通信
機器で８．６％，その他で
１４．４％とな っている。後者で
は， ビデオでは１３．９％，ビデ
オデ ィスク等で１２．３％，音声
機器で７．７％，テレビで４．６％
である。この数値では，逆に
産業用エレクトロニクス製品
により多くの半導体が搭載さ
れていることを示している 。
いずれにせよ ，ほとんどのユ
レクトロニクス製品に半導体
は搭載されており ，しかも使
用金額も相当大きい 。
表５　半導体搭載製品に占める半導体使用比率（１９８８年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：億円，％）
製　　　品 生産額 半導体使用金額 半導体使用比率
産業用
ＯＡ機器 ２０ ，４５４ ４， ８４５ ２３ ．７
コンピ ュータ ４３ ，４６０ ３， ６７３ ８． ５
通信機器 ２１ ，３００ １， ９１４ ９． ０
その他 ３０，５３６ ３， ２００ １０ ．５
産業用計 １１５ ，７５０ １３，６３２ １１ ．８
民生用
ビデオ １２，０７９ ３， ０７５ ２５ ．５
ビデオカメラ等 ７， ２３７ ２， ７２７ ３１ ．６
音声機器 １２ ，５８０ １， ７００ １３ ．５
テレビ ８， ４３１ １， ０２５ １２ ．５
民生用言十 ４０，３２７ ８， ５２７ ２１ １１
合　　　計 １５６，０７７ ２２ ，１５９ １４ ．２
出所）プレスジャーナル杜編『１９９０年版　日本半導体年鑑」プレス
　　ジャ ー一 ナル杜，１９９０年 。
注）コンピ ュータは周辺装置を含んでいる。産業用その他からは ，
　　自動車生産高を除いている。ビデオカメラ等とは６，３４８億円の
　　ビデオー体型カメラと１０４億円の単体ビデオカメラと７８６億円の
　　ビデオデ ィスクである 。
　次に，エレクトロニクス製品に占める半導体の投入係数の変化を見ると ，次のように
なっ ている 。１９８２年では コソピ ュータが６．４％，通信機器が３．３％，ビデオが６．５％，テ
　　　　　４）レビが５．０％であ ったのに比較すると ，上で検討した１９８８年よりも大幅に係数が増大し
ていることがわかる。これは，半導体がエレクトロニクス製品にますます多く投入され
ていることを示しているが，より多くの半導体を製品に搭載することがエレクトロニク
ス製品の性能の向上の要件にな っているからである。いいかえれば，半導体はエレクト
ロニクス製品市場の競争関係を決定的に左右する中核的部品としての性格を有している
わけである。こうしたことは，半導体技術革新がエレクトロニクス巨大企業の全体の成
長にとっ て， 決定的役割を果たしていることを示している。すたわぢ，半導体事業部門
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）は， エレクトロニクス巨大企業にとっ て戦略的地位にあるといえよう 。
　ところで，半導体の中で民生用半導体より産業用半導体の金額が大きいことは表５か
ら確認できるが，産業用半導体の伸びは民生用半導体より大きい。産業用半導体は伸び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）が著しく ，１９８２年には産業用半導体と民生用半導体の比率は５ ：５であ ったが，上で見
たように，１９８８年には６ ：４を越えている。この間の半導体生産の増大に対する寄与度
（１２７）
１２８　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
　　　　表６　エレクトロニクス巨大企業の半導体製品構成比率の推移　 （単位 ：％）
企業名 年度 ＭＯＳ ＭＯＳ バイポーラ バイポーラ ハイプリ 個別 その他メモリ ロジ ック デジタル リニア ツドＩＣ 半導体 半導体
日　本電気 １９８３年 ２５ ．２ ２８．９ ５． ７ １４ ．１ ４． ３ ２１ ．８ Ｏ
１９８８年 ３０ ．５ ３４ ．５ ５． ３ ７． ７ ４． ６ １５ ．８ １． ５
東　　　　芝 １９８３年 ２１ ．７ ２３ ．３ １． ３ １３ ．２ ２． ４ ３７ ．８ Ｏ． ４
１９８８年 ３４ ．６ ２５ ．２ １． ６ １１ ．９ １． ８ ２３ ．１ １． ８
日立製作所 １９８３年 ３４ ．９ １８．６ １２ ．９ １０ ．７ ３． ７ １８ ．７ ０． ５
１９８８年 ３３ ．２ ２２ ．５ １６ ．６ ７． ５ ５． １ １４ ．１ １． Ｏ
富　　士　　通 １９８３年 ５４ ．８ １５ ．７ ２３．２ ３． １ １． ５ １． ６ ０
１９８８年 ３９．８ ２５ ．３ ２８ ．３ ２． １ ３． ２ １． ２ ０
三菱電機 １９８３年 ２９ ．７ １５ ．６ １５ ．７ １８１１ ３． ４ １６．２ ０． ４１９８８年 ４４ ．８ ２２ ．０ ５． ８ １２ ．４ ３． ３ １１ ．７ ０
松下電子工業 １９８３年 ４． ２ １５ ．５ ２． ２ ３３ ．３ ０ ４４ ．４ １． ２
１９８８年 １０ ．６ ２５ ．４ ２． １ ２４ ．１ ０ ３０ ．１ ７． ８
三洋電機 １９８３年 １． ８ １８ ．Ｏ ４． １ ３８ ．０ １４ ．０ ２４ ．Ｏ ０１９８８年 ８． １ １７ ．７ ４． Ｏ ３０ ．６ １６ ．３ ２１ ．３ ２． １
シ　ヤ　ー　プ １９８３年 １３ ．７ ３９ ．１ ０ ７． ２ ５． ５ ３４ ．４ ０
１９８８年 ３４ ．３ ３０ ．０ ０ ７． １ １． ６ ２５ ．Ｏ １． ７
沖電気工業 １９８３年 ４４ ．５ ４３ ．３ ３． １ １． ９ ２． ５ ４． ７ ０
１９８８年 ４３ ．７ ４２ ．９ ３． ４ ３． ２ ３． ４ ３． ４ ０
ソ　　　ニ　　　ー １９８３年 １． ６ １２ ．９ ７． ２ ４１ ．２ ６． ８ １９ ．９ １Ｏ ．４
１９８８年 １０ ．８ ２２ ．３ １． ７ ３３ ．１ ４． ３ ６． ９ ２０ ．８
出所）矢野経済研究所編『８５半導体市場の中期予測ｊ矢野経済研究所，１９８５年，同編『８９半導体市場の中期予
　　測」矢野経済研究所，１９８９年より作成 。
は， 産業用半導体の方がより大きい。特にバソコ１■を初めとした０Ａ機器の伸びはすさ
　　　　　　　　　　　　７）まじく ，１９８２年に約５００億円にすぎなかったＯＡ向け半導体は，１９８８年には４，８００億円
を越えており ，わずか６年で１０倍近い伸びを示している 。
　表６はエレクトロニクス巨大企業の半導体製品構成比率の推移である 。１９８３年と１９８８
年で見たものだが，半導体生産品種の比重の変化に立ち入って検討すると次の結果が得
られる。全体としてＭＯＳＩＣへの重点化，とくにＭＯＳメモリヘの傾斜が確認できる 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）こうしたＭＯＳＩＣが産業用エレクトロニクス製品により多く搭載されているわけであ
る。 ＭＯＳＩＣへの傾斜は，これまで民生用のバイポーラリニァに強かった松下電子工業 ，
三洋電機，ソニーといった企業にも現れており ，ＭＯＳＩＣの生産を増大させている 。
　このことは，第２節で述べたエレクトロニクス巨大企業の事業構造の検討と関連して
いる。これまで，半導体企業を通信 ・コンピ ュータ系，総合エレクトロニクス 系， 家電
系といったわけ方をして区別し，そこに半導体企業の行動様式の相違を求めるという研
（１２８）
　　　　　　　　 エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚）　　　　　　１２９
９）
究がいくつかなされてきた。確かに，通信 ・コンピ ュータ系は情報処理と通信部門の比
重が他系より高く ，総合エレクトロニクス系は各部門の比率が他系より接近しているし ，
家電系は家電，音響，映像といった部門の比重が高いことは事実である。つまり ，エレ
クトロニクス巨大企業の事業構造上の相違は，半導体事業部門において，製品構成の相
違を生じせしめ，半導体事業部門の展開のハラエティ を現出させている。例えは，１９８０
年代初頭まで，家電系は民生用半導体の生産に傾斜していた事実が存在し，企業が重視
する半導体製品が相違したという指摘は意味をもっ ている。しかし，少なくとも現時点
においては，第２節で述べたように，事業構造の類似化が生じているわけで，またそれ
とかかわって重視する半導体製品も類似化するという事態が生じている。いいかえれぽ ，
エレクトロニクス巨大企業の事業構造の変化に半導体事業部門は密接に関連しており ，
この点からも半導体事業部門が戦略的地位を占めているということを確認できる 。
　　１）　日本電子機械工業△編『８６集積回路ＩＣカイトフソ ク』日本電子機械工業会，１９８６年，１４
　　　 ～２２べ一ジ参照 。
　　２）［日本経済新聞』１９９１年２月１５日付 。
　　３）西田稔丁日本の技術進歩と産業組織』名古屋大学出版会，１９８７年，１０４ぺ 一ジ 。
　　４）　日本電子機械工業会編，前掲書，９２べ 一ジ 。
　　５）ｒ戦略的地位」については，Ｅ．Ｓ．ハーマンの考え方を参考にしている。詳しくは，Ｅ．Ｓ
　　　Ｈｅｒｍａｎ，Ｃｏヴｏ閉〃Ｃｏ〃炉ｏムＣｏｒ加ｍ〃戸ｏｚリ３７ Ａ　Ｔｗｅｎｔｌｅｔｈ　Ｃｅｎｔｕｒｙ　Ｆｕｎｄ　Ｓｔｕｄｙ，Ｃａｍ
　　　ｂｒｉｄｇｅ　Ｕｎｉｖ．Ｐｒｅｓｓ，１９８１を参照 。
　　６）　プレスジャーナル杜編『１９８６年版　日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜，１９８６年，２８０
　　　べ 一ジ 。
　　７）　プレスジャーナル杜編『１９８５年版　日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜，１９８５年，２４８
　　８）　プレスジャーナル杜編［１９９０年版　日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜，１９９０年，２８４
　　　 ～３１８べ 一ジ 。
　　９）機械振興協会経済研究所ｒ半導体産業の日米国際比較』報告５５－７ ．１９８１年 ：佐久間昭光
　　　「日本産業の研究開発」『ビジネスレビ ュ■１９８３年 。
ｗ　エレクトロニクス巨大企業の半導体販売と半導体購買
１． エレクトロニクス巨大企業の半導体外販 ・内販比率の検討
　本節の課題は，各エレクトロニクス巨大企業がどれくらいの半導体を販売し，どれく
らいの半導体を購買しているかを検討し，上位エレクトロニクス企業間関係のあり様を
（１２９）
１３０ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
示すことである。この関係は結論的にいうと ，エレクトロニクス巨大企業同士の売手 ・
買手企業間関係である 。
　これまで半導体企業間関係を取り上げる場合，売手企業間関係としてもっ はら取り上
げて論じられてきた。売手企業の行動，すなわちきわめて速くしかも製品の世代交替毎
に周期的に生じる価格競争へ対応するための，生産工程における様々な革新や旺盛な設
備投資，次世代での主導権を取るための製品開発の競い合いや技術 ・生産 ・販売等の提
携関係の促進といった行動である。これらが半導体企業間関係の分析，さらには半導体
産業の特徴を明らかにする上で欠くべからざる側面の検討であることはいうまでもない 。
同時に，各エレクトロニクス巨大企業の半導体事業部門がどれだけの半導体を生産し ，
それを自杜の他事業部門かどれだけ使用しているのかに着目して検討し，あわせてエレ
クトロニクス巨大企業が，他のエレクトロニクス巨大企業の生産した半導体をどれだけ
購買しているのかについても検討することは，半導体企業間関係の一側面を明らかにす
る上で必要である 。
　さて，エレクトＰニクス巨大企業の半導体事業部門が生産する半導体はどのように流
通していくのであろうか。この問いに答えるために，まず外販と内販という用語から説
明する。外販とは，該当企業の各事業部門ではなく他企業に販売することをいう 。販売
方法は企業の直接販売か商杜あるいは代理店経由および輸出である。次に，内販とは ，
半導体事業部門が他の事業部門に半導体を供給することをいう 。いわゆる自杜消費分と
いうものである。以下では，こ
の外販および内販という２つの　　　　表７ 　エレクトロニクス巨大企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体外販 ・内販比率（１９８８年）
半導体事業部門からの半導体の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位％）
流れを検討していく 。
　表７は，１９８８年におけるエレ
クトロニクス巨大企業の外販お
よび内販比率である。外販比率
の平均は７３．９％であ って，その
うち直接販売が１７．Ｏ％，商杜 ・
代理店が３１ ．７％，輸出が２５．２％
という構成（比率は全体比）にな
っているのに対して，内販比率
　　　　　　　　　　　　　　　　出所）矢野径済研究所編【８９半導体市場の中期予測」矢野経済研の平均は２６．１％にな っている。　　　　 究所，１ｇ８ｇ年ｇ月より作成 。
企業名 直販 商杜 ・代理店 輸出 内販
日本電気 １ ５７ １６ ２６東 芝 ２８ ２３ ３３ １６
日立製作所 １５ ３５ ３０ ２０富　士 通 ８ ３４ ２４ ３４
三菱電機 ０ ５７ ２９ １４松下電子工業 ３８ ０ １８ ４４
三洋電機 ２７ ３３ ２９ １１シ　ヤ　ー ブ ４５ ９ ２１ ２５
沖電気工業 ８ ３５ ３７ ２０
ソ 二 一 Ｏ ３４ １５ ５１
（１３０）
　　　　　　　　エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚）　　　　　　１３１
以上から明らかなことは，第１に，直接販売か商杜 ・代理店経由かは企業による違いが
大きいが，東芝を除き通信 ・コンピ ュータおよび総合エレクトロニクス系は商杜 ・代理
店販売比率が高い。第２に，家電系ではソニー以外は直接販売比率が高い。第３に，各
系別での内販比率の違いを見ると ，通信 ・コソピ ュータ系が２６．７％，総合エレクトロニ
クス系が１６．７％，家電系が３２．８％となる。系別に顕著な特徴があるというよりも ，各企
業における半導体事業戦略上の相違が大きいと考えられる。すなわち，長らく自杜内向
け半導体生産を事業戦略の柱にしていた富士通，松下電子工業，ソニー の内販比率が高
いということである 。
　次に・エレクトロニクス巨大　　　　表８　エレクトロニクス巨大企業の外販 ・
企業の外販 ・内販比率の推移を　　　　　内販比率の推移　　　　　　　　（単位 ：％）
表８を参照しながら検討する 。
１９８０年代後半に入ってあまり変
化のない企業は，日本電気，東
芝， 日立製作所の３杜であり ，
外販比率を高めている企業は ，
富士通，松下電子工業，三洋電
機， シャープ，ソニーの５杜で
あり ，内販比率を高めている企
業は，三菱電機，沖電気工業の
２杜である。以上から明らかな
ことは，第１に，富士通，松下
電子工業，ソニー以外の企業の
外販 ・内販比率はいずれも ，外
販比率が７０～８０％台，内販比率
が１０～２０％台にな ってきている 。
第２に，富士通，松下電子工業 ，　 出所）矢野経済研究所編［半導体市場の中期予測』矢野経済研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 ，１９８５．１９８７．１９８９各年版より作成 。
ソニー の３杜も外販比率は高め
ているということである 。
　さらに，他の半導体企業の外販　内販比率との比較を表９を参照しながら検討する 。
外販比率の平均は９１ ．１％，内販比率の平均は８．９％である。そして，内販比率が２０％を
越えているのは，セイコーエプソン，ヤマハ リコーの３杜だけであるが，この３杜は
企業名 １９８４ １９８６ １９８８
日　本　電　気 外販 ７５ ７２ ７４
内販 ２５ ２８ ２６
東 芝 外販 ８５ ７６ ８４
内販 １５ ２４ １６
日立製作所 外販 ８０ ８２ ８０内販 ２０ １８ ２０
富　　士　　通 外販 ５０ ６５ ６６
内販 ５０ ３５ ３４
三　菱　電　機 外販 ９５ ８５ ８６
内販 ５ １５ １４
松下電子工業 外販 ５０ ４５ ５６
内販 ５０ ５５ ４４
三　洋　電　機 外販 ７５ ８５ ８９
内販 ２５ １５ １１
シ　 ヤ　 ー　プ 外販 ６７ ６８ ７５
内販 ３３ ３２ ２５
沖電気工業 外販 ８６ ８０ ８０内販 １４ ２０ ２０
ソ 二 一 外販 ３０ ３５ ４９
内販 ７０ ６５ ５１
（１３１）
１３２ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
表９　他の半導体企業の外販 ・内販比率（１９８８年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）
企業名 直販 商杜
・
代理店 輸出 内販
日　本　ＴＩ　（※） ２０ ４５ ３５ Ｏ
ロ　　　　ー　　　　ム ８１ ０ １９ ０
サンケン 電気 ６８ ４ ２８ ０
富　士　電　気 ３５ ３８ １７ １０
セイコーエプソン １５ ３５ ３０ ２０
日本モトローラ（※） ５５ ４５ Ｏ ０
日　　本　　ＮＭＢ １Ｏ Ｏ ９０ ０
ヤ　　　マ　　　ハ １０ ４０ ２０ ３０
リ　　　 コ　　　ー ３４ ２６ １３ ２７
新日本無線 ５５ ２５ １８ ２
スタ：■レー 電気 ６０ ２０ １０ １０
日本インター ８０ ５ １０ ５
新電元工業 ７６ ５ ７ １２
出所）矢野径済研究所編『８９半導体市場の中期予測ｊ矢野経済研
　　究所，１９８９年９月より作成 。
庄）※は外資系企業 。
もともと自杜の製品に搭載するためにだけ半導体を生産する内製 メーカーから出発して
いる 。
　他の半導体企業をエレクトロニクス巨大企業と比較すると ，第１に，明らかに，エレ
クトＰニクス巨大企業の内販比率は高い。これは自杜で膨大な半導体を使用するためで
ある。第２に，他の半導体企業のうち電子部品企業および外資系企業は，半導体販売を
通じて収益をあげることのみをもっ ぱら半導体事業に求めているためである 。
２． 外販 ・内販がエレクトロニクス巨大企業に占める位置
　以上，外販および内販という区分でもっ て，エレクトロニクス巨大企業が生産した半
導体がどこに流れていくかを簡単に見た。ここから，次のような点が指摘できる。まず ，
外販がエレクトロニクス巨大企業に有している意味であるが，第１に，半導体事業部門
が規模の経済性を有しているため，外部販売を行い半導体事業自体で収益をあげること
が必要であるという点である。また第２に，半導体事業を続けるには，表１０を見てもわ
かるように膨大な設備投資か必要でおり ，その資金源としても半導体事業部門以外に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）本的に依存し続けることわけにはいかないという点である 。
　次に，内販がエレクトロニクス巨大企業に有している意味であるが，第１に，第３節
（１３２）
エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚） １３３
表１０　エレクトロニクス巨大企業の半導体設備投資額の推移　（単位 ：億円）
１９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８
日　本　電　気 ４８０ ６７０ １， ４００ １， ０００ ４００ ４００ ７００
東　　　　　芝 ３２０ ９７０ １， ４８０ ９００ ６８０ ７００ ９００
日立製作所 ４１９ ８１０ １， ３００ ９００ ３００ ４００ ７００
富　　士　　通 ４３０ ６４０ １， ３１０ ５３５ ２１８ ３９７ ６５０
三　菱　電　機 ２３０ ３５５ ７００ ５８０ １８０ １６０ ４５０
松下電子工業 １００ ２３０ １， １００ ６００ ２５０ ２２０ ５２０
三　洋　電　機 ９０ ２００ ３４５ ５９２ ３５３ ２２０ ６００
シ　 ヤ　 ー　プ １７２ ２３０ ３５０ ３７０ ２６０ ２２０ ３５０
沖電気工業 １４０ １４４ ３６４ ２１４ １０５ ２１３ ４２４
ソ　　　　ニ　　　　ー １００ １５５ ３５０ ２００ ３００ ４５０
出所）プレスジャ ー一 ナル杜編『日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜各年版，および産業出版杜編丁８８年版　半
　　導体業界」産業出版，１９８８年より作成 。
注）ソニー は決算期移行のため，１９８５年の数値はない 。
の検討で明らかにしたように，半導体が製品の質を大きく左右している点が上げられる 。
すなわち，エレクトロニクス製品は部品としての半導体の使用頻度が高く ，ほとんどが
半導体を搭載しているとともに，エレクトロニクス製品の技術水準に大きな影響を及ぽ
していることである。第２に，他事業部門からユー ザー サイドの要求を詳細に把握する
ことが可能である点である。このことは，逆にエレクトロニクス巨大企業の半導体事業
部門の競争力を強化する方向に作用する 。
　さて，エレクトロニクス巨大企業は，内販によっ て必要な半導体をすべて調達してい
るのであろうか。外販された半導体は，だれがいったい購入しているのであろうか。こ
うした疑問に対して，大手半導体購買企業としてのエレクトロニクス巨大企業という側
面から検討する 。
　まず，エレクトロニクス巨大企業がどれくらいの半導体を使用するのかを１９８８年の数
値で検討する。先に見た表５から明らかなように，半導体搭載全製品のほとんどはエレ
クトロニクス製品である。半導体用途として，エレクトロニクス製品以外に用いられる
　　　　　　２）のは３，２００億円であり ，半導体の国内出荷額が２兆２，１５９億円であるため，エレクトロニ
クス製品が全体に占めるシ ュアは８６％（１兆９，０５７億円）となる。問題はエレクトロニク
ス巨大企業の半導体自杜分使用量をどのように推定するかであるが，半導体搭載製品に
占めるエレクトロニクス巨大企業の地位を示している表１１から推定してみる。この表の
上位企業５杜のうちエレクトロニクス巨大企業の市場集中度を平均すると７４．６％である 。
具体的にみると ，ＯＡ機器で６０．Ｏ％，コンピ ュータ（周辺装置含む）で５６．Ｏ％，通信機
（１３３）
１３４ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）
表１１主要半導体搭載製品に占めるエレクトロニクス巨大企業の地位（１９８８年）
製品名 生産額 上位比率 上　　位　　企　　業
パ　　ソ　　コ　　ン ４， ８７３億円 ９２．３％ 日電５２．３富士通１３．６　エブソノ１０．１東芝９ ．８
ＩＢＭ６ ．５
ワ　ー　　ブ　　ロ ２， １５１億円 ６３．３％ シャープ１４．８東芝１４．７日電１３．２松下１１ ．３
富士通９ ．３
ファクシミリ ４， ６５９億円 ７８．６％ リコー２０．３　松下１９．８　キャノ：■１３．２　日電１２ ．８東芝１２ ．５
コンピ ュータ １３，５３６億円 ９４．０％ 富士通２４．５　ＩＢＭ２４．４　日立１７．７　日電１７ ．１
ユニシス１０ ．３
オ　　フ　　コ 　　ン ２， ２５３億円 ７６．３％ 富士通２６．２　日電２４．９　東芝８．９　ＩＢＭ８ ．２
三菱８ ．１
ブ　リ　 ン　タ ６， ３５６億円 ６５．１％ 一エプソン１９．８　日電１２．７　沖１０．６　東京電気１０ ．１
富士通９ ．９
ＣＲＴ ２， ２３６億円 ７３．１％ 松下２０．２日電１８．３三菱１６．１ソニー１２ ．１
日立６ ．４
デジタルＰＢＸ ８８０億円 ８９．９％ 日電３１．９富士通２５．０　日立１６．６沖１６ ．３
多重化装置 ４４２億円 ７８．５％ 日電３３．９富士通２４．８日立７．９ＮＴＴ６ ．５三菱５ ．４
ＶＴＲ １２，０７９億円 ７５．５％ 松下２５．０ビクター１５．０日立１３．０東芝１１ ．５
シヤーブ１１ ．０
ビデオカメラ ６， ３４８億円 ８６．７％ ソニー２８．５松下２２．５　ビクター２０．５　日立１０ ．５シヤーブ５ ．０
ＣＤ １， ７５７億円 ７５．０％ 松下２２．０　ソニー２２．０　日立１３．０東芝１１ ．０
バイオニア９ ．０
ラ　　ジ　　カ　セ １， ４０２億円 ７６．０％ ソニー１９．０　松下１８．０　三洋１６．Ｏ　シャーブ１３ ．０
東芝１０ ．０
ステレオセット １， １４２億円 ７５１０％ 松下１９．０　ケソウ ッド１８．０パイオニア１６ ．０
三菱１２．０　日立１０ ．Ｏ
カーステレオ ２， ８３８億円 ８５．０％ クラリオン２４．〇　三洋２０．０　松下１７ ．０バイオニァ１５．０　富士通９ ．Ｏ
ＴＶ ８， ４３１億円 ７４．５％ 松下２４．０東芝１５．０シャープ１４．５日立１０ ．５
ソニー１０ ．５
出所）日経産業新聞編『ザ ・シ ェアＰ１』日本径済新聞杜，１９９０年，矢野径済研究所編［日本マーケ ットシ ェア
　　事典１９９０年版ｊ矢野径済研究所，１９９０年，日本電子機械工業会編『電千ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ』第２９巻第３号 ，
　　日本電子機械工業会，１９８９年３月より作成 。
注）パソコン，ワープ ロ， オ７コン ，ＶＴＲ，ビデオカメラ ，ＴＶは台数 シェ ア。
　　 コンピ ュータ（汎用）は，国内設置金額 シェ ア。
　　プリンタは４，２４５億円を占めるシリアル ・インパクト ・ドットのみのシ ェア 。
　　デジタルＰＢＸ，留守番電話は上位４杜集中度 。
　　多重化装置とはマルチメ ディア多重化装置 。
器で９０．５％，ビデオで７５．５％，ビデオカメラで８６．７％，音声機器で６０．７％，ＴＶで
７４．５％である 。表１１では，機器の総生産額が７兆３８５億円であり ，半導体搭載製品の約
４５％しか占めていないので全体の傾向のみを示している。他方，これは上位５杜集中度
に入るエレクトロニクス巨大企業の割合なので，これらは最も低く見積もっ た数値であ
る。 それぞれの製品の半導体使用額にエレクトロニクス巨大企業のエレクトロニクス製
（１３４）
　　　　　　　　エレクトロニクス巨大企業における半導体事業（肥塚）　　　　　　１３５
品シ ェアを掛け，合計すると１兆３，３２３億円になり ，これは全半導体使用額の６０．１％に
あたる。表１１の検討から導き出されることは，半導体搭載製品に占めるエレクトロニク
ス巨大企業の圧倒的地位という結論である 。
　では，エレクトロニクス巨大企業がどこから膨大な半導体を購入するかであるが，半
導体を供給する能力をどこがどれだけ有しているかを見てみる。エレクトロニクス巨大
企業の国内出両額は１兆６，３１１億円，それ以外の半導体生産企業の国内出荷額が３３９０億
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）円， そして外国製半導体が２，４５８億円である。エレクトロニクス巨大企業の内販分，つ
まり半導体事業部門か他のエレクトロニクス製品を生産している事業部門に供給する分
が８，１００億円なので，少なくとも５，ＯＯＯ億円以上を他杜から購入していることになる。国
内市場に７３．６％を供給し，また，製品構成で見ると決定的に重要な半導体ＩＣ市場の
　　４）８３．８％を生産しているエレクトロニクス巨大企業の供給能力は圧倒的である。したが っ
て， 半導体外販企業としてのエレクトロニクス巨大企業も当然，他のエレクトロニクス
巨大企業から購入することになる 。
　例えぽ，外販のうち商杜経由の半導体の販売先を，やや古いが１９８５年の数値で見ると
次のようにな っている。半導体商杜売上高第１位のリョー サンは日本電気系商杜であ っ
て， 仕入先は日本電気であるが，主要販売先の中に，日立製作所，松下電器産業，三菱
電機が入っている。第３位の三菱電機系商杜の菱洋エレクトロ の仕入先は三菱電機，イ
ンテル等で，主要販売先の中にソニー 日本電気，シャープ，東芝，富士通が入ってい
る。 第５位の日立製作所系商杜の日製電子の仕入先は日立製作所で，主要販売先の中に
松下電器産業，三洋電機が入 っている。このように商杜を経由してエレクトロニクス巨
　　　　　　　　　　　　　　　　　５）大企業同士は半導体を取引しあ っている 。
　このことは，半導体市場の場合，市場といってもエレクトロニクス巨大企業間での相
互取引がかなり行なわれていることを示している。なぜ企業がこのような取引を行なう
かというと ，半導体の種類は膨大で，自杜で全てを生産すると ，規模の経済性が発揮し
にくいからである。つまりコスト優位生産品種や経営戦略上不可欠な品種を確保し，そ
うでない他の生産品種は他企業から購入しようという選択を企業は行うわけである 。
　エレクトロニクス巨大企業同士のように製品を大量に相互に販売しあうということは ，
他産業にはあまり見られない現象である。自杜が生産する製品を同産業に属する他企業
が購入するという関係は，鉄鋼業や自動車産業といっ た産業では見られない側面である 。
生産財生産企業の製品を消費財生産企業が購入したり ，他産業にそれぞれ所属する企業
同士が製品を相互に販売しあうことが通例である 。
（１３５）
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表１２　上位半導体商杜の仕入先および主要販売先（１９８５年）
商杜名 系列 仕入先 主要販売先
リ　ョー サ：■ 日電 日本電気 カシオ，日立，松下，三菱，パイオニア
三信電気 日電 日本電気 ソニー シャープ，東芝，松下菱洋エレクトロ 三菱 三菱，インテル等 ソニー 日電，シャープ，東芝，富士通
佐鳥電機 日電 日本電気 三洋，松下，三菱，キャノソ，沖，日電日製電子 日立 日立製作所 松下，三洋，アルブス電気新光商事 日電 日本電気 エプソソ，富士通，富士電機，ＴＤＫ，京セラ九　　　　文 一 日本ＴＩ等 日電，東芝，三菱，横河電機，安川電機
菱電商事 三菱 三菱電機 ミノルタ ，松下，マツダ，パイオニアイーストンエレ 日立 日立製作所 ファナック ，キャノン，シチズン，日本ＮＣＲクトロニクス
緑屋電気 東芝 東芝 東芝，立石，カシオ，富士ゼ ロックス，精工舎
出所）矢野経済研究所編［８６半導体商杜の将来展望』矢野径済研究所，１９８６年より作成 。
　エレクトロニクス巨大企業の半導体販売およびその購買を検討した結果，エレクトロ
ニクス巨大企業は半導体市場において売手間競争をくりひろげる一方で，売手 ・買手間
関係という相互補完的関係を形成していることか明らかとな った。エレクトロニクス巨
大企業間の半導体相互取引関係は，半導体寡占体制分析に対して，次のような性格を付
与する。筆者はこれまで，売手間競争の側面を検討し，競争的寡占体制として半導体産
業を描いてきたか，半導体産業の企業間関係は，市場において単に激しい競争を行って
いるだけではなく ，取引相手として相互補完的関係をも有する寡占体制であることを示
している。半導体産業における寡占体制のあり様を競争的側面 ・協調的側面いずれも分
析的に見る必要かある。後者は日米半導体協定や資本集中およぴ資本間提携の進展も当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）然のことながら指摘されねぱならないか，これまでの検討から明らかなように，売手 ・
買手間関係という相互補完的性格を有するエレクトロニクス巨大企業間関係をも視野に
入れる必要がある 。
１）現在では逆に，半導体事業部門はエレクトＰニクス巨大企業の収益源の一つとなっている 。
　日本では各事業部門毎の収益は公表されていないので，具体的数値では指摘てきないが，エ
　レクトロニクス巨大企業の収益の増減が半導体不況の影響を受けていることは，よく指摘さ
　れることである（例えぱ，『日本経済新聞ｊ１９９１年２月２２日付では，半導体市況の低迷を受
　けて，１９９１年３月期の日立製作所の経常利益が８％，東芝のそれが１０％減益になる見通しを
　報じている）。
２）　プレスジャーナル杜編ｒ１９９０年版　日本半導体年鑑ｊプレスジャーナル杜，１９９０年，３４８
　ぺ一ジから算定した。その多くは自動車搭載半導体である 。
３）ＷＳＴＳ（世界半導体市場統計）によると ，外国系半導体の日本国内市場 ソェ ァは，１９８８
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　年第３四半期で１０．９％，１９９０年第２四半期で１３．３％にな っているが，通産省によると同
１２９％と１７５％になる。この相違は，ＷＳＴＳか国内外の半導体 メーヵ一 約６０杜の出荷額
　（日本ＩＢＭの調達分は入らたい）で，通産省が国内ユー ザー６０杜を対象に購入額で判断す
　るためである。以上のデータは，日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』日経ＢＰ杜 ，１９９１
　年１月号，４７ぺ 一ジ，図Ａ ．
４）矢野経済研究所編『８９半導体市場の中期予測ｊ矢野経済研究所，１９８９年，１４８ぺ 一ジ，表
　６－２６参照 。
５）矢野経済研究所編『８６半導体商杜の将来展望』矢野経済研究所，１９８６年。同書では，主要
　半導体商杜の主要半導体購入先と主要半導体販売先はでているが，金額までは提示されてい
　ない。また，半導体企業自体が直接販売する部分についても ，どの企業にどれだけ販売して
　いるかわかっていない 。
６）榎本里司，前掲論文を参照 。
お　わ　り　に
　本稿では，まず第１に，半導体がエレクトロニクス製品のほとんどに搭載されている
中核的部品であることから，これを他の事業部門に供給するエレクトロニクス巨大企業
におげる半導体事業部門は５ 戦略的地位にあることを明らかにした。また第２に，半導
体搭載エレクトロニクス製品に占めるエレクトロニクス巨大企業のシ ヱアは非常に大き
く，エレクトロニクス巨大企業は，大量かつ多種類の半導体を使用するが，自杜半導体
事業部門だけではまかないきれないため，他のエレクトロニクス巨大企業から半導体を
購買するという相互取引関係を持っていることを明らかにした 。
　エレクトロニクス巨大企業間関係は，市場において激しい競争関係であると同時に ，
売手 ・買手間関係という相互補完的関係としても存在している。このことは，日本半導
体産業における寡占体制のあり様の一側面である 。
（１３７）
